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 公共工事の品質確保の促進に関する法律（以下、品確法という）は、公共工事の品質確保を

目的に平成17年に制定されている。中部ブロック発注者協議会は、品確法に基づき発注関係事

務を適切に実施するため、国・特殊法人及び地方公共団体等の各発注者で組織されており、連

携・支援により発注者間の協力体制を強化し、建設生産システムの向上に関する施策の推進・

強化を図っており、中部ブロックにおける公共工事の品質確保の推進に努めている。中部ブロ

ック発注者協議会の取組状況を報告し、令和６年６月の品確法改正に伴う取組を紹介する。 
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1.  建設産業の現状 

 建設産業は、地域のインフラの整備・維持の担い手で

あると同時に国民生活の安全・安心の確保を担う地域の

守り手として、なくてはならない存在である。災害時に

は最前線での応急対応や地域の社会経済を支えるのみで

なく地方創生にも貢献しており大きな役割を担っている。 

 しかし、長時間労働が常態化する中、その是正のため

の『建設業の働き方改革の促進』や、現場の急速な高齢

化と若者離れが深刻しているため、限りある人材の有効

活用と若者の入職促進により将来の担い手を確保するた

めの『建設現場の生産性の向上』、そして地方部を中心

に事業者が減少し、後継者難が重要な経営課題となって

いるので、今後も守り手として活躍し続けやすい環境整

備のため『持続可能な事業環境の確保』が現下の建設産

業の課題となっている。 

 

2.  建設産業の現状の背景 

 

(1)   建設業の労働状況 

 建設業の労働状況は、「産業別年間出勤日数」および

「産業別年間実労働時間」によると、建設業の出勤日数

は全産業と比べて１１日多い。また、年間実労働時間も

全産業と比べて６２時間多い状況となっている。 

建設業の休日の取得状況は、「建設業における平均的

な休日の取得状況」によると建設業全体では「４週６休

程度」の割合が多く、技術者・技能者ともに「４週８休

（週休２日）」の確保ができていない。 

 

出典：厚生労働省「毎月勤労統計調査」年度報より国土交通省作成 

図－１ 産業別年間出勤日数 

 

 

   出典：厚生労働省「毎月勤労統計調査」年度報より国土交通省作成 

図―２ 産業別年間実労働時間 

     

  



 

出典：国土交通省「適正な工期設定による働き方改革の推進に関する調査」 

（令和６年８月６日公表） 

図―３ 建設業における平均的な休日の取得状況 

 

建設業は、屋外作業が多くまた、建築工事等では土日

の作業に限定される等、業界固有の特殊性はあるものの、

他の産業と比べ労働時間の短縮や、休暇取得の確保が課

題となっている。 

 

(2)   建設業の就業者数 

建設業の就業者は、５５歳以上が３３．６％、２９歳

以下が１１．６％と高齢化が進行し、次世代への技術伝

承が困難になっている。日本全体として少子高齢化や人

口減少が進んでいく中で就業者数が減っていくのはやむ

を得ないのだが、全産業に占める建設業の就業者数割合

は平成９年をピークに減少の一途をたどっており、将来

的な担い手不足が深刻化している。 

 

図―４ 建設業従事者数と全産業に占める割合の推移 

 

(3)   建設業の賃金状況 

 近年、建設業の賃金は上昇傾向であり令和５年度にお

いて対前年伸び率は全産業より高い水準ではあるが、年

収額は低い水準で留まっている。また、令和３年から原

材料費の高騰やエネルギーコストの上昇により、建設資

材価格が高騰し、高止まりが続いている状況である。こ

の建設資材価格の高騰に伴う適切な価格転換を行わない

と、労働賃金を圧迫することになり、労働者の処遇改善

が一行に進まないという負の連鎖につながってしまう。 

 

図―５ 賃金の推移（建設業と他産業との比較） 

 

(4)   持続可能な事業環境の確保へ 

労働時間が長い・休日が少ない・賃金が低いという現

状では、建設業に魅力を持つ人が少ないことが現状であ

る。建設業の活動を維持していくため担い手の確保・育

成は喫緊の課題であり、建設業全体で現状を変えること

が重要である。 

人材不足が深刻さを増している現状の中、一人当たり

の生産性を高め、付加価値を向上していくことができれ

ば、現状の品質を落とすことなく、維持できるのではな

いかと考える。 

 

3.  第三次・担い手３法（令和６年度改正） 

 

 公共工事の基本となる「公共工事の品質確保の促進に

関する法律（以下、品確法という）」は、平成１７年に

制定され、価格のみでなく品質を加味した総合評価を導

入した。 

平成２６年においては、建設業法（昭和２４年制定）

と入契法（平成１２年制定）を合わせ、３法を一体的に

改正した。この法改正は、受注者が適正な利潤を確保で

きるようにすることや、公共工事に従事する人の賃金や

労働条件・労働環境の改善を定めた。 

以降、担い手３法として一体に改正され続けていく。

令和元年において、「新・担い手３法」として働き方改

革をキーワードに、元請は下請が利潤・工期を確保でき

る発注をすることが求められた。 

令和６年においては、「第三次・担い手３法」として

担い手の休日・賃金の確保や、地域建設業等の維持につ

いて新たに定められた。令和６年は、建設業にも労働基

準法の時間外労働規制が適用された年でもあり、インフ

ラ整備の担い手・地域の守り手である建設業がその役割

を果たし続けられるように、担い手の確保に力を入れ、

生産性向上を求め、さらに災害対応も含めた地域建設業

等の維持や発注体制の強化を目指している。今後、人口

が減少し、生産年齢人口も減少する社会であることは揺

るぎないため、より限られた人材で今と同じ生産高を確



保するためには、発注者と受注者が一体となり担い手三

法の取組を推進しなければならない。 

 

出典：国土交通省HP（第三次･担い手３法（品確法と建設業法･入契法   

の一体的改正）について） 

図―６ 第三次・担い手３法 改正概要 

 

4.  改正品確法の運用指針 

 

 改正品確法の第２４条に基づき、各発注者が発注関係

事務を適切かつ効率的に運用できるよう、国土交通省は

発注者共通の指針として、「発注関係事務の運用に関す

る指針（以下、運用指針という）」の策定に取り組み、

令和７年２月３日に関係省庁申し合わせにより改正され

た。この運用指針では、各発注者が発注関係事務の各段

階で取り組むべき事項として、「必ず実施すべき事項」

や「実施につとめるべき事項」が体系的にとりまとめら

れている。また運用指針では、国は発注関係事務が適切

に実施されているかについて、発注者への事務負担に配

慮しつつ、毎年調査を行い、結果をとりまとめて公表す

ることになっている。 

 
出典：国土交通省報道発表「品確法の改正を踏まえた公共工事等の

発注関係事務に関する「第三次・全国統一指標」を決定

（R7.6.24公表）」 

図―７ 全国統一指標の新たな設定方針 

 

5.  中部ブロック発注者協議会について 

 

 中部ブロック発注者協議会は、国・特殊法人等及び地 

方公共団体の各発注者間の連絡調整を図り、公共工事の 

 品質確保の推進に寄与することを目的として、平成２

０年に設立された組織である。また、平成２６年の改正

品確法により発注者間の連携推進が発注者の責務として

明確化され、発注者協議会は法定協議会となった。中部

ブロック発注者協議会では協議会の場を「施策の連絡調

整の場」から「取組を推進する場」へと体制強化を図る

ため、各県に全市町村が参画する県部会を設置した。中

部ブロック４県（岐阜・静岡・愛知・三重県）の国の機

関、地方公共団体の機関、特殊法人等の機関により構成

される中部ブロック発注者協議会は、令和7年3月時点で

194機関が参画している。  

中部ブロック発注者協議会では、令和２年度に運用指

針に定められている取組から、工事で９項目、業務で６

項目の合計１５項目の評価指標を策定し、令和６年度を

最終目標として活動した。令和７年度からは、第三次・

担い手３法に伴い、新たな指標である第三次指標を策定

し、その指標に向けて取り組む。 
中部ブロック発注者協議会は、毎年第１四半期に会議

を開催している。前年度の実績とその課題を踏まえ、ま

た構成員の好事例を参考にしながら、取組を進めるため

の具体な目標を設定し、年度末には実績を確認するスタ

イルとしている。PDCAの徹底を考えると、第１四半期

中に会議を開催することが最適であると考える。 
また、自己評価の結果は、国（中部地方整備局）がと

りまとめ、中部地方整備局のＨＰで公表している。 

 

６.  第三次・全国統一指標 

 

 令和元年の品確法改正において、公共工事等の品質確

保や働き方改革のより一層の推進に向けて、工事に加え、

測量、調査及び設計も対象とした「新・全国統一指標」

が設定され、取組を強化してきたところである。また、

令和元年以前からの取組状況を踏まえ、全国統一指標に

加えて、地域毎に「地域独自指標」を設定し、地域の特

性に応じた取組も推進してきたところである。「全国統

一指標」は国交省本省が策定し、「地域独自指標」は各

地方の発注者協議会が策定する。 

令和６年の品確法改正においては、第三次・担い手３

法の改正内容や現行指標の進捗状況を踏まえて、「第三

次・全国統一指標」を設定した。指標は、今までと変わ

らず、以下の通りである。 

【工事】 

①地域平準化率（施工時期の平準化） 

②週休２日対象工事の実施状況（適正な工期設定） 

③低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況（ダ

ンピング対策） 

●適切な⼊札条件等による発注
●災害対応⼒の強化（ＪＶ方式・労災保険加入）

●発注担当職員の育成
●広域的な維持管理
●国からの助⾔・勧告【入契法改正】

●賃⾦⽀払いの実態の把握、必要な施策
●能⼒に応じた処遇
●多様な⼈材の雇⽤管理の改善

●スライド条項の適切な活⽤（変更契約）

●休⽇確保の促進 ●学校との連携・広報
●災害等の特別な事情を踏まえた予定価格
●測量資格の柔軟化【測量法改正】

第三次・担い⼿３法（令和６年改正）の全体像

担
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インフラ整備の担い⼿・地域の守り⼿である建設業等がその役割を果たし続けられるよう、
担い⼿確保・⽣産性向上・地域における対応⼒強化を⽬的に、担い⼿３法を改正
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議員立法

公共⼯事品質確保法等の改正
政府提出

建設業法・公共⼯事⼊札適正化法の改正

処遇改善

価格転嫁
（労務費への
しわ寄せ防⽌）

働き⽅改⾰
・環境整備

●ＩＣＴ活⽤（データ活用・データ引継ぎ）

●新技術の予定価格への反映・活⽤
●技術開発の推進

地域
建設業等
の維持

公共発注
体制強化

●標準労務費の確保と⾏き渡り
●建設業者による処遇確保

●資材⾼騰分等の転嫁円滑化
- 契約書記載事項
- 受注者の申出、誠実協議

●⼯期ダンピング防⽌の強化
●⼯期変更の円滑化

●ＩＣＴ指針、現場管理の効率化
●現場技術者の配置合理化

（参考）
◇公共⼯事品質確保法等の改正
・公共⼯事を対象に、よりよい取組を促進（トップアップ）
・誘導的⼿法（理念、責務規定）
◇建設業法・公共⼯事⼊札適正化法の改正
・⺠間⼯事を含め最低ルールの底上げ（ボトムアップ）
・規制的⼿法など



【業務】 

④地域平準化率（履行期限の分散） 

⑤低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況（ダ

ンピング対策） 

①②については設定が一部修正され、⑤については対

象が県・政令市から県・市町村へと変更された。 

 

出典：国土交通省報道発表「品確法の改正を踏まえた公共工事等

の発注関係事務に関する「第三次・全国統一指標」を決定

（R7.6.24公表）」 

図―８ 第三次・全国統一指標 

 

①の施工時期の平準化は、年間の工事量の偏りを解消

し年間を通した工事量が安定することで人材、機材等の

効率的な配置と活用が図られ、生産性の向上と労働環境

の改善に寄与する取組である。平準化率０．８０を目標

に全国で取り組んでいるが、中部ブロックは全国でワー

スト１（R5）である。この状況を改善し、取組をより

強力に推進するため、年度末に集中している繰越手続き

の時期が分散されるように財務省東海財務局に会議で講

演をしてもらったり、また、国や県が市町村に取組の主

旨を理解してもらうため個別ヒアリングをする際には、

発注担当課のほか財政担当課にも同席してもらい、横の

連携が広がるようにしている。県・市町村は、早期に繰

越の議会承認を得るため開催時期を早めたり、繰越枠を

年度当初から設けたりと工夫し、少しずつであるが、平

準化率は上がってきている。しかし、まだ主旨を理解い

ただけていない市町村もあり、担い手確保に向けた取組

みを自分事ととらえてもらうためにも、根気よく取組推

進を続けていくことが重要である。第三次・全国統一指

標から閑散期（４～６月期）のボトムアップだけでなく、

繁忙期のピークカットも併せて推進していくことになっ

た。ピークカットとは、通常繁忙期である１～３月期に

おける公共工事の稼働状況を年度平均と比較した指標で、

１．００に近づくよう進めることになる。閑散期と繁忙

期を指標として目標達成のため取組を推進する。 

②の週休２日対象工事の実施状況は、０．２９（R2）

から０．７２（R6）となり取組が進んだ。取組み当初

は、地元業者が週休２日を求めていない等と言われてき

たが、処遇改善について理解していただき、徐々に取り

組んでいこうという風潮になってきていると感じている。 

指標の数値は、公告時に週休２日対象工事として設定し

た場合に評価するものであったが、第三次・全国統一指

標からは実際に週休２日を達成した場合に評価するため、

引き続き、週休２日の取組みの推進に取り組んでいく。 
 

７.  生産性向上をキーワードに（中部独自指標） 
 

 令和元年の品確法改正時に策定した中部独自指標は、

１０項目あり、多岐にわたっていたことから、各県が重

点に考えている項目に統一性が感じられなかったため、

R7年度からの第三次指標は、同じビジョンを持つこと

が重要と考え、キーワードを持たせることにした。運用

指針に定める取組項目は数多くどれも重要であることは

承知しているが、中部独自指標は、『生産性の向上』を

キーワードにすることを提案中である。I-Constructin2,0
の推進において、担い手確保の観点から、デジタル技術

を最大限活用し、少ない人数で、安全に、快適な環境で

働く生産性の高い建設現場の実現がもとめられており、

建設現場で働く一人ひとりの生産量や付加価値を向上す

ることで、インフラを守り続けられると考えたからであ

る。 
【工事】 
①建設ＩＣＴの導入状況 （継続） 
②受発注者間の情報の共有状況 （継続） 
③工期の設定（継続） 
【業務】 
④受発注者間の情報の共有状況 （新規） 
①建設ＩＣＴの導入状況は、発注規模が小さい市町村

では活用事例はほぼないことが実態ではあるが、市町村

発注の工事において建設ＩＣＴは少しずつではあるが使

用されていることを確認し、また、受注者からICT施工

を希望する事例が見受けられた。建設ＩＣＴを活用する

という観点で発注者側が門戸を閉じてしまわないように、

全ての機関がＩＣＴ活用のための実施要領の整備を目標

とした。 
②④受発注者間の情報の共有状況は一番わかりやすい

事例でいうと、ＡＳＰの活用である。受発注者間が同じ

情報を共有することができ、かつ成果品のデータ引継ぎ

も容易になるというメリットがある。ＡＳＰの他に共有

クラウドの活用もＡＳＰと同様の機能を有していること

が確認できれば取組として認めるものとするが、電子メ

ールによる受発注者間の情報共有は、データの引継ぎが

うまく連携していないという観点で推奨しないことを考

えている。 
 また生産性向上のキーワードには寄与しないが、③適

切な工期の設定の指標を継続することにした。週休２日

の実施状況の指標が、公告時の設定件数から実際の達成

件数に変わるため、適切な工期の設定が更に重要になっ



てくるためである。また労働安全衛生規則が改正され、

職場の熱中症対策が令和７年６月から強化されたことも

あり、この点でも重要である。 
 なお、中部独自指標は、令和７年１１月に開催予定の

中部ブロック発注者協議会で審議する予定である。 
 

 

 
  
 出典：中部地方整備局「令和７年度中部ブロック発注者協議会(幹事会)資料」 

図―９ 運用指針と中部ブロック発注者協議会取組指標      

（工事） 

 

 

 

  出典：中部地方整備局「令和７年度中部ブロック発注者協議会(幹事会)資料」 

図―１０運用指針と中部ブロック発注者協議会取組指標 

（業務） 

 

８.  推進会議の重要性 
 

 市町村の取組をより推進するため、令和元年度から県

部会の分会として地域単位の推進会議を設置し、市町村

の実務担当者と国・県の担当者が直接意見交換できる場

を設けている。推進会議は、実務担当者が、好事例の取

組を実施した市町村に直接その方法を聞くことができる

場であり、意見交換を主にしているため、市町村が抱え

ている課題など意見や質問が積極的に飛び交うなど、市

町村の理解浸透が高まり、取組を進める上で大きな役割

を果たしている。さらに実務担当者だけではなく、県が

市町村の幹部へ施策の主旨を説明し、理解していただく

取り組みも実施している。また、取り組みの主旨をより

理解していただくため国・県がピンポイントで市町村と

話し合いの場を設け、意見交換を交わしている。この場

では、ヒアリング訪問をする市町村の自己評価結果を踏

まえ、県から具体な改善の提案を示している。市町村か

らは、「自分の市町村の立ち位置を目のあたりすること

が出来た。何が課題で何をしたら良いのか正直分かって

いなかった。」と好評の声をいただいている。地道な努

力ではあるが、毎年、少しずつでも取組指標の実績値が

伸びているのは、県・市町村の努力であることに違いな

いので、関係者へ感謝を申し上げる。 

 

 出典：中部地方整備局「令和７年度中部ブロック発注者協議会(幹事会)資料」 

図―１１ 中部ブロック発注者協議会（組織構成） 

 

９.  今後の方針 
 

 高度経済成長期に集中して整備されたインフラが一斉

に耐用年数を迎えるいま、必要なのは設備だけではなく、

「人」でもある。インフラ整備や点検、修理など経験を

持った技術者がいなくなれば、維持管理も追いつかなく

なってしまう。もし、事故が起きても誰も修理すること

ができないといった未来は否定できない。事故だけでな

く、地震などの自然災害時にも、建設業者は地域の守り

手となって必死に支えているのは、誰しもが知っており、

建設業は衰退しても良いと思う人はいない。しかし、休

みが少ない・給料が少ない・労働環境が辛いといった職

場では、希望者は減少してしまうことから、その環境を

変えるため、国・特殊法人及び地方公共団体等の各発注

者で組織し、連携・支援により発注者間の協力体制を強

化し、建設生産システムの向上に関する施策の推進・強

化を図っている。建設業が主な職種となっていない機関

が多くではあるが、担い手確保のため、連携して取組を

推進していく壮大な組織である。 
 「給与よく、休みがあり、希望が持てて、かっこいい」
新４K の魅力的な建設業になるように、今後も中部ブロ
ック発注者協議会は、公共工事の品質確保を維持し、建
設産業の労働環境改善を訴え、人口減少に歯止めがかか
らないことに対応するため生産性向上に向け、国等機関
や地方公共団体と連携して取組みを進めていく。 

工事

設定案

①地域の実情等を踏まえた発注【内
容充実】

—

②予定価格の適正な設定 ●最新の積算基準の適用状況等 各機関について概ね達成のため、指標として設定しない

③歩切りの根絶 —

④適正な工期設定 ●適正な工期設定 ○ 継続

●週休２日制工事の実施状況 全国統一 指標は、公告時の設定から実際の達成状況に変更

⑤施工時期の平準化【内容充実】 ●平準化率 全国統一
指標は、閑散期のボトムアップ・繁忙期のピークカットに
変更

⑥低入札価格調査基準又は最低制限
価格の設定・活用の徹底等

●低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定 全国統一

⑦適切な設計変更 ●設計変更ガイドラインの策定・活用状況等 各機関について概ね達成のため、指標として設定しない

⑧スライド条項の設定等【新】

①情報通信技術を活用した生産性向
上【内容充実】

●建設ICTの導入状況 ○ 継続

●受発注者間の工事情報の共有状況 ○ 継続

②「総合的に価値の最も高い資材
等】の活用【新】

●総合評価落札方式の導入状況 各機関について概ね達成のため、指標として設定しない

③工事中の施工状況の確認 —

④週休２日の質の向上【新】

⑤受注者との情報共有、協議の迅速
化【内容充実】

—

⑥維持管理を広域的に行う連携体制
の構築【新】

⑦参加者確認型随意契約方式の活用
【新】

運用指針
指標の設定

＜●：旧指標（～R6）＞
備考

必ず実施すべき事項

実施に努める事項

業務

設定案

①地域の実情等を踏まえた発注【内
容充実】

—

②予定価格の適正な設定 ●最新の積算基準の適用状況等 各機関について概ね達成のため、指標として設定しない

③適正な履行期間の設定 ●適正な履行期間設定 発注者協議会で構築済のため、指標として設定しない

④履行期間の平準化【内容充実】 ●平準化率 全国統一

⑤低入札価格調査基準又は最低制限
価格の設定・活用の徹底等

●低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定 全国統一 調査対象範囲が、県・市町村に変更

⑥適正な設計変更 ●設計変更ガイドラインの策定・活用状況等 発注者協議会で構築済のため、指標として設定しない

①情報通信技術を活用した生産性向
上

受発注者間の情報の共有状況（ASP等） ○ 新規

②プロポーザル方式・総合評価落札
方式の積極的な活用

●総合評価落札方式の導入状況 発注者協議会で構築済のため、指標として設定しない

③履行状況の確認 —

④受注者との情報共有、協議の迅速
化【内容充実】

—

⑤参加者確認型随意契約方式の活用
【新】

指標の設定
＜●：旧指標（～R6）＞

備考運用指針

必ず実施すべき事項

実施に努める事項


